大阪府林業活動促進地区認定制度実施要領
（目的）

第１　この要領は、木材の生産から、製材加工、利用までの関係者が連携して地域ぐるみで持続的な森林経営と木材の安定的な供給体制の構築に取り組む地区を府が認定し、当該地区における取組みを支援することにより、将来にわたって健全な森林を育成していくことを目的とした林業活動促進地区認定制度の運用について必要な事項を定めるものである。
（定義）
第２　この要領において、林業活動促進地区とは、継続的な木材生産が可能と見込まれる森林資源量を有する地区であって、森林所有者や木材の伐採・搬出・製材加工・利用に関わる事業者、地域住民等が連携して、木材の計画的な伐採・搬出、安定的な供給を進めようとする地区で、地域が主導的にこれらの活動を推進していくことで、当該地区における木材の地産地消や森林の適正かつ継続的な育成が図られるものとして府が認めた地区をいう。
（林業活動促進地区の認定）
第３　知事は、持続的な森林経営と木材の安定供給体制の構築のため、第２に規定する地区を、その地区を管轄する市町村長の申出により、林業活動促進地区として認定することができる。
２　前項の申出をしようとする市町村長は、あらかじめ、森林所有者や木材の伐採・搬出・製材加工・利用に関わる事業者、地域住民等、当該地区の取組みに参画する者から、活動計画について意見を聴かなければならない。
（認定の要件）

第４　林業活動促進地区の認定は、次の各号に掲げる要件すべてに該当する場合に行うものとする。
（１）地区内に、継続的な木材生産が可能であることが見込まれる森林資源量を有していること。
（２）森林所有者や木材の伐採・搬出・製材加工・利用関係者、地域住民等が連携して活動グループを形成し、地区内の森林の適正な育成や木材の安定供給を図るための活動を行う体制が整備されていること。なお、活動の参画者は地区内の関係者に限定しない。
（３）地区内に複数の森林経営計画対象森林や森林施業集約化団地（計画策定予定地を含む）が存在し、木材の安定供給に向け、間伐や路網・林業機械等の基盤整備などが計画的・継続的に行われる見込みがあること。
２　認定する地区の設定範囲は、概ね大字の地区を基本単位とし、地域の実情や活動計画の内容を勘案して前項の要件を満たす森林を含む範囲を設定するものとする。なお、市町村界をまたぐ地区の設定も可とする。
（林業活動促進地区の認定の申出）

第５　林業活動促進地区の認定の申出を行おうとする市町村長は、認定申出書（別紙様式１）に、認定を受けようとする地区の活動計画書（別紙様式２）及び活動参画者名簿（別紙様式３）を添付して知事に提出するものとする。

２　知事は、前項の認定申出書の提出があったときは、内容を審査し、適切と認められるときは、市町村長に林業活動促進地区認定書（別紙様式４）を交付する。
（認定の変更）

第６　第５の２で認定された林業活動促進地区について、認定書で示す事項について変更が生じた場合は、変更の事務手続きを行うこととし、第５及び第５の２の規定を準用する。

（認定の取消し）
第７　知事は、認定を受けた林業活動促進地区について、地域による継続的な活動が行われていない等の理由により、林業活動促進地区として認定しておくことが適当でないと認めるときは、あらかじめ当該地区を管轄する市町村長の意見を聴いた上で、認定を取り消すことができる。
２　知事は前項の規定により林業活動促進地区の認定の取消しを行おうとするときは、認定取消し意向確認書（別紙様式５－１）及び意見書（別紙様式５－２）により当該地区を管轄する市町村の意見を聴く。

３　認定を取り消す場合は、林業活動促進地区認定取消し書（別紙様式６）を市町村長に交付する。
（林業活動促進地区内の木材の認証）
第８　林業活動促進地区内で伐採・搬出される木材については、別に定めるおおさか材認証制度実施要領に基づき、おおさか材としての認証を行うことができる。
（報告等）
第９　林業活動促進地区の認定を受けた地区を管轄する市町村長は、当該地区における前年度の活動実績について、活動実績報告書(別紙様式７)により毎年４月末日までに知事に報告するものとする。
附則
　この要領は、平成24年4月2日から施行する。
(様式１)

大阪府林業活動促進地区認定(変更)申出書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
平成　年　月　日
大阪府知事　様
市　町　村　長
大阪府林業活動促進地区認定制度実施要領第５の規定に基づき、下記のとおり林業活動促進地区の（変更）認定を受けたいので申し出ます。
記
１　地域の名称
２　地域の所在地（範囲）
３　地域の活動の概要（詳細は地域活動計画書のとおり）
４　地域の活動参画者の種別等（詳細は地域活動参画者名簿のとおり）
(様式２)

地域活動計画書
１　計画の対象となる活動地区
	名　　称
	地域の所在地（範囲）

	
	


２　活動グループの主たる窓口
	所属
	役職・氏名
	連絡先　住所
	連絡先　TEL

	
	
	
	


３　計画の概要

	


４　具体的な活動計画

	項　目
	内　　容
	活動頻度

	
	
	

	
	
	

	
	
	


５　これまでの活動の実績概略

	項　目
	内　　容
	活動日等

	
	
	

	
	
	

	
	
	


添付資料：計画の対象となる森林の位置図（森林経営計画対象森林・集約化団地（予定地含む）を記載）
(様式３)

地域活動参画者名簿
	番号
	所　属
	役職・氏名
	住　所
	T E L

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	6
	
	
	
	

	7
	
	
	
	

	8
	
	
	
	

	9
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	11
	
	
	
	

	12
	
	
	
	

	13
	
	
	
	

	14
	
	
	
	

	15
	
	
	
	

	16
	
	
	
	

	17
	
	
	
	

	18
	
	
	
	

	19
	
	
	
	

	20
	
	
	
	


（様式４）
　　第　　　　号
平成　年　月　日
林業活動促進地区認定書
　　　　　　　様
大阪府知事　　　　
平成　年　月　日付けで申出のあった下記地区について、大阪府林業活動促進地区認定制度実施要領第５の２の規定に基づき、林業活動促進地区に認定します。
記
１　地域の名称

２　地域の所在地（範囲）

３　地域の活動の概要

（様式５－１）

　第　　　　号
平成　年　月　日
林業活動促進地区取消し意向確認書
市町村長　様
大阪府知事
平成　　年　　月　　日付け　　第　　　　号で認定した林業活動促進地区について、大阪府林業活動促進地区認定制度実施要領第７の２の規定により、認定の取消し事項に該当するため、認定の取消しに係る貴市（町・村）意見を求めます。
記
　　１．認定地区名　　
　　２．取消しに該当する事由
（様式５－２）
第　　　　号
平成　年　月　日
意　見　書
大阪府知事　様
市　町　村　長
　林業活動促進地区の認定取消しについて、下記のとおり意見を提出します。
記
　　１．認定地区名
　　２．取消しに対する意見
　　　　（取消しを避ける場合は、改善策を併せて記入）

（様式６）

　第　　　　号
平成　年　月　日
林業活動促進地区認定取消し書
　　　　　　　様
大阪府知事　　　　
平成　年　月　日付け　第　　　　号で認定した下記の林業活動促進地区について、大阪府林業活動促進地区認定制度実施要領第７及び第７の３の規定に基づき、これを取り消します。
記
１．認定地区名

　　２．取消しの理由

（様式７）
林業活動促進地区活動実績報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　号

平成　年　月　日
大阪府知事　様
市　町　村　長
大阪府林業活動促進地区認定制度実施要領第９の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　地区の名称

２　地区の所在地（範囲）

３　地区における活動の概要

４　活動参画者の種別等

５　活動の実績

	項　目
	内　　容
	活動日等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


